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関　下　　　稔 *
Royalties and License Fees Acquired from the Expenditures for Research 
and Development of Transnational Corporations
SEKISHITA, Minoru
Transnational Manufacturing Corporations expend much amount of expenditures for 
research and development（R&D）for international production and acquire lots of fruits of 
royaltiies and license fees（R&F）. U.S. TNC's expenditures for R&D totaled 236 billion 
dollars in 2008. Expenditures by U.S. parents accounted for 199 billion dollars which shared 
70.3% as a percentage of R&D by all U.S. business, whereas expenditures by foreign 
affiliates accounted for 37 billion dollars. On the contrary in 2008 majority-owned U.S. 
affiliates of foreign company performed 41 billion dollars in R&D, which shared 14.3% as a 
percentage of R&D by all U.S. business. 
Royalties and license fees（R&F）consist of receipts and payments by TNCs for the use or 
sale of intangible property or rights, such as patents, industrial processes, trademarks, 
copyrights, franchises, designs, know-how, formulas, techniques, mamufacturing rights, and 
other intangible assets or proprietary rights. Ratio of R&F to R&D, named rates of return 
on R&D, is very high in U.S. TNC, whereas is very low in majority-owned U.S. affiliates of 
foreign company. It shows a remarkable difference of the character of U.S. transnationals 
and foreign ones. U.S. transnationals are production-oriented in the global level, whereas 
foreign transnationals are commercial-oriented in the U.S.. We study in detail on R&D and 
R&F of transnational corporations in this paper.
＊　 立命館大学衣笠総合研究機構教授
2 関下　稔：21 世紀の多国籍企業の研究開発投資とその果実
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1．アメリカ多国籍企業のR＆Dと R＆ Fー USDIA2004 の分析ー
ここで主に検討の素材としたのは、アメリカ商務省（Department of Commerce）の経済分
析局（Bureau of Economic Analysis, BEA）が 5年に一度実施しているアメリカ多国籍企業の
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海外直接投資に関する包括的で詳細なベンチマークサーベイで、2004 年に実施され、2008 年
にその最終版が公表された U.S. Direct Investment Abroad 2004: Final Benchmark Data, U.S. 
Department of Commerce, November 2008 である。これは詳細ではあるが、単年度における
動向を見たものなので、この 10 年間程の歴史的な推移を踏まえてみよう。そこでまず最初に
アメリカ全体の R＆ D投資に占める多国籍企業の位置を確定してみよう（第 1表）。この 10
年間余の傾向を見てみると、アメリカの企業全体の研究開発（R＆ D）支出の、最低でも
67％、最大では 78％ほどの割合をアメリカ多国籍企業親会社は占めていて、2008 年には総額







よう。第 2表はまず親会社による R＆ D投資を産業別に見たものである。2004 年に総額で























（①＋②＋③＋④） ①親会社用 ②連邦政府用 ③海外子会社用 ④非関連企業用
鉱業 （D） （D） 4 2 1 （D） （D）
ユーティリティーズ 26 26 （※） 0 0 （D） （D）
製造業 129,246（78.7） 112,489 15,104 857 796 118,088 11,158 
化学 41,459（25.3） 40,879 （D） 301 （D） 42,889 -1,430 
製薬 32,507（19.8） 32,168 1 268 70 34,084 -1,577 
機械 4,968（ 3.0） 4,342 （D） （D） （D） 4,733 235 
コンピュ ター・電子 34,187（20.8） 32,189 1,533 308 158 33,454 733 
コンピュ ター・周辺機器 7,176（ 4.4） （D） （D） 28 （※） 7,033 143 
通信機器 9,253（ 5.6） 9,234 6 （※） 13 9,405 -152 
半導体・その他電子 13,021（ 7.9） 12,740 2 259 20 13,783 -762 
輸送機器 35,580（21.7） 22,383 13,036 96 65 23,899 11,681 
自動車 15,264（ 9.3） 15,164 （D） （D） 46 16,370 -1,106 
卸売り （D） 4,673 11 （D） 53 5,372 （D）
情報 14,657（ 8.9） 13,002 （D） 686 （D） 13,288 1,369 
出版 11,029（ 6.7） 10,939 0 91 （※） 10,961 68 
金融・保険 221（ 0.1） 221 0 0 0 221 0 
専門・科学・技術サ ビース 13,216（ 8.0） （D） （D） 155 464 （D） （D）
コンピュ ター設計・関連 8,983（ 5.5） （D） （D） 121 290 8,786 197 
その他 1,523（ 0.9） 1,437 （D） （D） （D） 1,458 65 
合　　計 164,189（100） 143,158（87.2） 16,853（10.3） 1,906（1.2） 2,273（1.4） 150,508 13,681
（注）　（D）…開示不可。（※）…50 万ドル未満。産業は大分類は全て掲載。小分類は主なもののみ。
（資料）U.S. Department of Commerce, U.S. Direct Investment Abroad:2004 Final Benchmark Data, 
2008, TableⅡ，U1, p.75 より作成。
第 1表　アメリカ多国籍親会社ならびに在米外国子会社のR&D支出の推移：1997 － 2008 年
 （単位：100 万ドル，％）







1997 106,800 157,739 67.7％ 17,216 10.9％ 6.20
1998 113,377 169,180 67.3 22,375 13.2 5.07
1999 126,291 182,711 69.1 24,027 13.2 5.26
2000 135,467 199,539 67.9 26,180 13.1 5.17
2001 143,017 198,505 72.0 26,463 13.3 5.40
2002 136,977 193,868 70.7 27,507 14.2 4.98
2003 139,884 200,724 69.7 29,803 14.8 4.69
2004 164,189 208,301 78.8 30,083 14.4 5.46
2005 177,598 226,159 78.5 31,099 13.8 5.71
2006 184,428 247,669 74.5 34,625 14.0 5.32
2007 203,678 269,267 75.6 40,967 15.2 4.97
2008 199,105 283,238 70.3 40,519 14.3 4.91
（資料）U.S. Department of Commerce, Survey of Current Business, August 2010, Table8, p214, ならびに







計を含む専門・科学・技術サービス（professional, scientific, and technical service, PST）も
多くの研究開発費（132 億ドル、8.0％）を割いている。かくしてこれら 5部門（製薬、コンピュー
タ、輸送機器、情報、PST）を合計すると、1301 億ドルで、実にアメリカ多国籍企業全体の R
＆ D支出の 79.3％にまで上っている。その意味では、アメリカ企業が万遍なくどこでも R＆
D投資をしているわけではなく、一部の成長産業に偏って集中的に投資されていることに留意
しておかなければならないだろう。
第 3に今度はこれを海外子会社サイドから見てみよう（第 3表）。海外子会社は 258 億ドル






























（①＋②＋③） ①海外子会社用 ②その他企業内 ③非関連企業用
Ⅰ産業別
鉱業  12 （0.0） 11 0 1 25 -13
ユーティリティーズ  4 （0.0） 4 0 0 4 0
製造業  22,400 （86.7） 19,000 2,903 497 19,824 2,576
化学  5,629 （21.8） 5,277 340 12 5,831 -202
製薬  4,770 （18.5） 4,450 319 1 4,956 -186
機械  781 （3.0） 705 43 32 774 7
コンピュ ター・電子  5,076 （19.6） 4,236 840 1 4,289 787
通信機器  2,757 （10.7） 2,619 138 0 2,619 138
半導体・電子部品  1,271 （4.9） 921 349 1 942 329
輸送機器  7,926 （30.7） 6,273 1,214 439 6,395 1,531
自動車  7,362 （28.5） 5,763 1,202 397 5,862 1,500
卸売り  796 （3.1） 558 234 4 2,123 -1,327
情報  576 （2.2） （D） （D） 0 305 271
金融・保険  2 （0.0） 2 0 0 （D） （D）
専門・科学・技術サ ビース  1,986 （7.7） 1,402 412 172 1,620 366
その他  65 （0.3） （D） （D） （※） （D） （D）
Ⅱ国別
カナダ  2,729 （10.6） 2,228 469 32 2,667 62
ヨーロッパ  16,874 （65.3） 13,636 2,646 592 15,237 1,637
フランス  1,821 （7.0） 1,696 124 1 1,762 59
ドイツ  4,184 （16.2） 3,248 605 331 3,747 437
アイルランド  815 （3.2） 544 271 0 964 -149
スウェーデン  1,451 （5.6） 543 895 13 612 839
スイス  760 （2.9） 681 78 2 785 -25
イギリス  5,361 （20.8） 4,737 403 221 4,906 455
EU25 カ国  16,048 （62.1） 12,892 2,567 589 14,372 1,676
LA・西半球  726 （2.8） 683 22 21 1,882 -1,156
アフリカ  28 （0.1） 28 0 0 28 0
中東  875 （3.4） 611 263 （※） 613 262
イスラエル  872 （3.4） 609 263 （※） 611 261
アジア・太平洋  4,608 （17.8） 4,134 446 28 4,319 289
日本  1,627 （6.3） 1,436 176 13 1,490 137
シンガポール  704 （2.7） 702 1 （※） 709 -5
合　　計  25,840 （100） 21,320（82.5） 3,846（14.9） 674（2.6） 24,745 1,095
（注）（D）…開示不可。（※）…50 万ドル未満。産業名、国名は主だったものをあげた。





（R＆ F）に焦点を当ててみよう。まず R＆ Fの定義とその内容だが、それには様々な定義づ
けや概念規定があって一様ではないが６）、このベンチマークサーベイのメソドロジーによると、



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































第 5表は海外子会社の R＆ Fを国別に見たものである。海外子会社が受け取った 146 億ド
ルのうち、EU25 カ国は 110 億ドル、75.4％を占めていて、圧倒的である。これらの国に位置
する海外子会社が R＆ Fの獲得拠点になっていることを示すものである。特にアイルランド
の子会社が単独で 39 億ドルもの受取を得ていて、これにオランダの 20 億ドルを加えると、合

























たことがなかったので、難渋したが、ここでは単純に R＆ Fを R＆ Dで除してその比率を計







＆ Fをその年の R＆ Dで除して、その収益率をマクロレベルで確定するという手法をとった。
というのは、ある時点での総体としての R＆ Dがどれだけの R＆ Fを生み、それがどのよう
な収益率を持つかは計算できるし、それを出すことは決して無意味ではないからである。そし
てこれを暦年風に追っていけば、そこに一定の傾向性を見つけ出すことができることになるは
ずである。そこで、ここでは 2004 年について出してみた。第 7表はその試みだが、そこでは
親会社の R＆ Dと R＆ F（Ⅰ）、次に海外子会社のもの（Ⅱ）、そして両者を合計した全社的
なもの（Ⅲ）を作ってみた。そうすると、産業によっては、たとえば情報の海外子会社の場合












（A＋ B） （①＋②） ①親会社 ②他の海外子会社 （③＋④） ③アメリカ企業 ④外国企業 （C＋ D） （⑤＋⑥） ⑤親会社
カナダ  368 （2.5） 217 53 164 151 99 52  4,183 （8.9） 3,941 2,955
ヨーロッパ  11,773 （80.6） 8,985 1,572 7,414 2,788 794 1,994  28,908 （61.8） 25,441 17,118
フランス  762 （5.2） （D） 177 （D） （D） （D） （D）  2,350 （5.0） 2,098 1,586
ドイツ  1,288 （8.8） 897 89 807 391 102 289  2,947 （6.3） 2,668 1,927
アイルランド  3,937 （26.9） （D） 176 （D） （D） （D） （D）  8,711 （18.6） 7,723 4,809
イタリア  182 （1.2） 163 45 118 19 （※） 18  1,765 （3.8） 1,133 933
オランダ  2,046 （14.0） （D） 585 （D） （D） （D） （D）  2,046 （4.4） 1,912 786
スイス  740 （5.1） （D） 48 （D） （D） （D） （D）  2,796 （6.0） 2,465 1,817
イギリス  1,696 （11.6） 1,287 295 992 409 66 344  4,236 （9.1） 3,819 2,887
EU25 カ国  11,014 （75.4） 8,576 1,517 7,059 2,438 482 1,956  25,485 （54.5） 22,458 15,013
LA・西半球  1,219 （8.3） （D） （D） （D） （D） 15 （D）  4,129 （8.8） （D） （D）
メキシコ  41 （0.3） （D） （D） 20 （D） （D） （※）  1,270 （2.7） 1,247 888
バーミューダ （D） （D） （D） （D） 3 3 0  1,055 （2.2） 1,055 219
アフリカ  39 （0.3） 38 4 34 1 0 1  471 （1.0） （D） （D）
中東  47 （0.3） （D） （D） （D） （D） 0 （D）  152 （0.3） （D） （D）
アジア・太平洋  1,169 （8.0） 683 105 578 486 4 482  8,946 （19.1） 8,352 6,929
オーストラリア  331 （2.2） （D） （D） 37 （D） （D） （D）  908 （1.9） 828 699
中国  28 （0.2） 28 16 12 0 0 0  766 （1.6） 726 677
日本  412 （2.8） （D） （D） 173 （D） （D） （D）  3,350 （7.2） 3,055 2,987
シンガポール  214 （1.5） 213 12 201 1 0 1  2,484 （5.3） （D） （D）
合　　計  14,615 （100） 11,137（76.2） 2,633（18.0） 8,504（58.2） 3,478（24.0） 912（6.2） 2,566（17.6）  46,789 （100） 42,280（90.4） 29,589（63.2）
（注）（D）…開示不可。（※）…50 万ドル未満。国別の内訳は主だったものをあげた。




（A＋ B） （①＋②） ①親会社 ②他の海外子会社 （③＋④） ③アメリカ企業 ④外国企業 （C＋ D） （⑤＋⑥） ⑤親会社
鉱業 （※） （※） （※） （※） 0 0 0  260 （0.6） （D） （D）
ユーティリティーズ （D） （D） （D） （D） 0 0 0  9 （0.0） 9 5
製造業  3,908 （26.7） 2,884 851 2,033 1,024 234 790  19,960 （42.7） 17,719 12,511
食品  132 （0.9） （D） （D） 49 （D） （D） （D）  866 （1.9） 685 474
化学  1,941 （13.3） 1,158 390 768 783 150 633  7,576 （16.2） 6,365 5,476
製薬  1,298 （8.9） 581 303 278 717 147 570  4,912 （10.5） （D） （D）
石けん・トイレ用品 （D） （D） （D） （D） 1 1 0  1,151 （2.5） 999 781
機械  167 （1.1） 162 63 99 5 （※） 5  1,200 （2.6） 1,191 670
コンピュ ター・電子  127 （0.9） （D） （D） （D） （D） （※） （D）  1,514 （3.2） 1,473 963
輸送機器  1,062 （7.3） 956 246 710 106 63 42  3,800 （8.1） 3,635 1,924
自動車  1,052 （7.2） 947 237 709 105 63 42  3,741 （8.0） （D） 1,890
卸売り  1,545 （10.6） 1,131 232 899 413 326 87  9,288 （19.9） 8,143 6,007
専門・商用機器  72 （0.5） （D） （D） （D） （D） （※） （D）  4,047 （8.6） 3,502 2,977
薬品  846 （5.8） （D） （D） （D） （D） （D） （D）  2,081 （4.4） 1,898 1,354
情報  3,698 （25.3） （D） 83 （D） （D） 0 （D）  7,613 （16.3） 7,469 3,658
出版  2,773 （19.0） （D） 72 （D） （D） 0 （D）  5,770 （12.3） 5,769 3,122
金融・保険 （D） （D） （D） （D） （D） （D） （D）  228 （0.5） 165 137
専門・科学・技術サ ビース  1,674 （11.5） 1,550 52 1,498 123 （D） （D）  6,075 （13.0） （D） （D）
その他  3,315 （22.7） 2,496 1,413 1,082 819 318 501  3,356 （7.2） 3,278 2,555
小売り  17 （0.1） 16 6 10 2 0 2  1,389 （3.0） （D） （D）
不動産・レンタルリー ス  2,792 （19.1） 2,035 1,385 651 756 279 477  426 （0.9） 422 297
合　　計  14,615 （100） 11,137（76.2） 2,633（18.0） 8,504（58.2） 3,478（24.0） 912（6.2） 2,566（17.6）  46,789 （100） 42,280（90.4） 29,589（63.2）
（注）（D）…開示不可。（※）…50 万ドル未満。産業の詳細は主だったものをあげた。




D．非関連企業間 ⑨企業内 ⑩ 子－親間 ⑪ 子－子間 ⑫非関連企業間 ⑬対アメリカ企業 ⑭対外国企業 ⑮全体
⑥他の海外子会社 （⑦＋⑧） ⑦アメリカ企業 ⑧外国企業 （A－ C） （①－⑤） （②－⑥） （B－ D） （③－⑦） （④－⑧） （Ⅰ－Ⅱ）
986 242 223 20 － 3,724 － 2,902 － 822 － 91 － 124 32 － 3,815
8,324 3,466 3,017 450 － 16,456 － 15,546 － 910 － 678 － 2,223 1,544 － 17,135
512 252 176 76 （D） － 1,409 （D） （D） （D） （D） － 1,588
740 279 231 48 － 1,771 － 1,838 67 112 － 129 241 － 1,659
2,914 988 930 58 （D） － 4,633 （D） （D） （D） （D） － 4,774
199 633 603 30 － 970 － 888 － 81 － 614 － 603 － 12 － 1,583
1,126 134 123 11 （D） － 201 （D） （D） （D） （D） 0
648 331 293 38 （D） － 1,769 （D） （D） （D） （D） － 2,056
932 416 279 138 － 2,532 － 2,592 60 － 7 － 213 206 － 2,540
7,445 3,026 2,621 406 － 13,882 － 13,496 － 386 － 588 － 2,139 1,550 － 14,471
1,790 （D） （D） （D） （D） （D） （D） （D） （D） （D） － 2,910
359 23 22 1 （D） （D） － 339 （D） （D） － 1 － 1,229
836 1 0 1 （D） （D） （D） 2 3 － 1 （D）
112 （D） （D） （D） （D） （D） － 21 （D） （D） （D） － 432
55 （D） （D） （※） （D） （D） （D） （D） （D） （D） － 105
1,423 594 428 166 － 7,669 － 6,824 － 845 － 108 － 424 316 － 7,777
128 81 40 40 （D） （D） － 91 （D） （D） （D） － 577
49 41 40 （※） － 698 － 661 － 37 － 41 － 40 －（※） － 738
69 295 264 31 （D） （D） 104 （D） （D） （D） － 2,938
796 （D） （D） （※） （D） （D） － 595 （D） （D） 1 － 2,270
12,690（27.1） 4,509（9.6） 3,787（8.1） 722（（1.5）） － 31,143 － 26,956 － 4,186 － 1,031 － 2,875 1,844 － 32,174
（単位：100 万ドル，％）
Ⅱ支払 Ⅲ収支（Ⅰ－Ⅱ）
D．非関連企業間 ⑨企業内 ⑩ 子－親間 ⑪ 子－子間 ⑫非関連企業間 ⑬対アメリカ企業 ⑭対外国企業 ⑮全体
⑥他の海外子会社 （⑦＋⑧） ⑦アメリカ企業 ⑧外国企業 （A－ C） （①－⑤） （②－⑥） （B－ D） （③－⑦） （④－⑧） （Ⅰ－Ⅱ）
28 （D） 5 （D） （D） （D） － 28 （D） － 5 （D） － 260
4 0 0 0 （D） （D） （D） 0 0 0 （D）
5,208 2,241 1,949 291 － 14,835 － 11,660 － 3,175 － 1,217 － 1,715 499 － 16,052
211 181 175 5 （D） （D） － 162 （D） （D） （D） － 734
889 1,211 1,126 85 － 5,207 － 5,086 － 121 － 428 － 976 548 － 5,635
400 （D） （D） （D） （D） （D） － 123 （D） （D） （D） － 3,614
218 152 117 35 （D） （D） （D） － 151 － 116 － 35 （D）
521 9 5 4 － 1,030 － 607 － 422 － 4 － 5 1 － 1,033
511 40 5 36 （D） （D） （D） （D） － 5 （D） － 1,387
1,711 165 98 67 － 2,679 － 1,678 － 1,001 － 59 － 35 － 25 － 2,738
（D） （D） （D） （D） （D） － 1,653 （D） （D） （D） （D） － 2,689
2,136 1,146 976 169 － 7,012 － 5,775 － 1,237 － 733 － 650 － 82 － 7,743
526 544 490 54 （D） （D） （D） （D） － 490 （D） － 3,975
544 183 138 44 （D） （D） （D） （D） （D） （D） － 1,235
3,811 144 10 134 （D） － 3,575 （D） （D） － 10 （D） － 3,915
2,648 1 （※） 1 （D） － 3,050 （D） （D） －（※） （D） － 2,997
28 63 （D） （D） （D） （D） （D） （D） （D） （D） （D）
753 （D） （D） （D） （D） － 85 745 60 （D） （D） － 4,401
723 78 （D） （D） － 782 － 1,142 359 741 （D） （D） － 41
405 （D） （D） 0 （D） （D） － 395 （D） （D） 2 － 1,372
126 3 3 0 1,613 1,088 525 753 276 477 2,366















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































の親会社への支払は 296 億ドルで、その間に 59 億ドルもの差額がでている。これは何故であ





























対親会社 ① 2,633 ④ 29,589 ①－④－ 26,956
対他の子会社 ② 8,504 ⑤ 12,690 ②－⑤－ 4,186
Ⅰ．企業内合計 11,137 42,280 － 31,143
その他の企業 ③ 3,478 ⑥ 4,509 ③－⑥－ 1,031
Ⅱ．合　計 14,615 46,789 － 32,174
B．アメリカ親会社の R&F（全子会社ベース）
受取 支払 収支
Ⅲ．対海外子会社 ⑨ 35,551 ⑦ 2,938 ⑨－⑦ 32,613
（企業内）
対その他企業 ⑩ 18,453 ⑧ 5,488 ⑩－⑧ 12,965
Ⅳ．合計 54,005 8,427 45,578
C．両データの比較
Ⅴ．アメリカ親会社－海外子会社間
　ⅰ）アメリカ親会社の受取　⑨ 35,551 海外子会社の支払　④ 29,589




タと付き合わせると、海外子会社があげた収益の内、配当が 2125 億ドル、利子が 897 億ドル、
税金が 1512 億ドル、それぞれ親会社等に支払われているが９）、それにたいして、子会社のあげ






クサーベイ Foreign Direct Investment in the United States: Final Results from the 2002 





ず最初に在米外国子会社の R＆ Dの位置を先の第 1表に基づいて確認しておこう。これで見








D275 億ドルの内、製造業が 201 億ドル、73％を占めていて、断然多い。それは製薬（64 億ドル）、





いるということが、R＆ Dにも反映されていて、卸売りが 48 億ドル、18％程も占めているこ
とである。商業活動との連関が想像される。しかもこの業界では実績（48 億ドル）と計画（39
 立命館国際地域研究　第35号　2012年3月 17








（①＋②＋③） ①在米外国子会社 ②連邦政府 ③その他
Ⅰ産業別
製造業  20,128 （73.2） 19,063 512 553 20,143 － 15
化学  7,610 （27.7） 7,365 5 240 8,091 － 481
製薬  6,373 （23.2） 6,138 0 235 6,852 － 479
機械  1,681 （6.1） 1,528 （D） （D） 1,534 147
コンピュ ター・電子  4,985 （18.1） 4,449 （D） （D） 4,633 352
通信機器  2,055 （7.5） 2,055 0 0 2,088 － 33
輸送機器  3,302 （12.0） （D） （D） 9 3,368 － 66
自動車  3,041 （11.1） （D） （D） 9 3,045 － 4
卸売り  4,855 （17.7） 3,782 （D） （D） 3,864 991
小売り （D） （D） 0 0 （D） （D）
情報  803 （2.9） 781 （D） （D） 782 21
金融・保険 （D） （D） （D） 0 （D） （D）
不動産・レンタルリー ス  9 （0.0） 9 0 0 9 0
専門・科学・技術サ ビース  1,119 （4.1） 508 （※） 611 509 610
その他 （D） 290 （D） 0 298 （D）
Ⅱ国別（UBO）
カナダ  1,599 （5.8） 1,408 1 191 1,509 90
ヨーロッパ  20,532 （74.6） 18,593 （D） （D） 19,556 976
フランス  2,860 （10.4） 2,854 5 1 2,894 － 34
ドイツ  5,863 （21.3） 5,446 （D） （D） 5,506 357
オランダ  1,696 （6.2） 1,685 （※） 11 1,726 － 30
スイス  2,920 （10.6） 2,820 0 101 3,439 － 519
イギリス  5,427 （19.7） 4,071 （D） （D） 4,237 1,190
EU15 カ国  17,554 （63.8） 15,716 500 1,337 16,058 1,496
LA・西半球  1,066 （3.9） 1,018 （D） （D） 1,041 25
バーミューダ （D） （D） （※） 0 829 （D）
アフリカ  33 （0.1） 33 0 0 33 0
中東  175 （0.6） 175 0 0 176 － 1
アジア・太平洋  3,413 （12.4） 2,792 0 621 2,876 537
日本  3,159 （11.5） 2,551 0 608 2,636 523
アメリカ  689 （2.5） 689 0 0 689 0
合　　計  27,507 （100） 24,708（89.8） 547（2.0） 2,253（8.2） 25,881 1,626
（注）（D）…開示不可。（※）…50 万ドル未満。産業及び国は主なもののみ。
（資料） Foreign Direct Investment in the United States, Final Results from the 2002 Benchmark Survey, 









れる。もっとも、少ないながらも他社のために R＆ Dをおこなっているものも 22 億ドル（8％）
ほどあり、外部組織との提携がないわけではない。














全体では極めて多くの R＆ Dからの果実（R＆ F）を生み出していたし、とりわけ子会社自
身の R＆ D収益率は親会社よりも高かったくらいである。ここには外国多国籍企業の全体的




（47 億ドル）である。在米外国子会社は R＆ Fを 17 億ドルしか受取っていないのに、その他






















製造業 4,259 5,443 1,183 1,141 5,324 4,182 5.9％
食品 650 651 2 196 271 75 0.6
化学 501 1,245 744 － 482 863 1,344 10.1
製薬 － 77 648 725 － 438 526 964 11.4
プラスチック 238 239 2 110 185 75 0.7
機械 202 （D） （D） 60 726 666 （D）
コンピュータ・電子 150 （D） （D） － 81 288 369 （D）
輸送機器 1,932 （D） （D） 178 823 645 （D）
卸売り 2,093 2,223 129 － 3,823 1,043 4,866 2.7
自動車 1,285 1,285 0 － 132 181 313 0
小売り 3 64 62 146 264 118 （D）
情報 （D） （D） 65 － 174 1,124 1,298 （D）
金融・保険 62 （D） （D） － 810 1,091 1,901 （D）
不動産・レンタルリー ス 56 56 0 － 19 45 64 0
専門・科学・技術サ ビース 56 231 175 － 1,051 420 1,471 15.6
その他 （D） 268 （D） － 158 1,322 1,480 （D）
Ⅱ国別（UBO）
カナダ 176 226 50 844 1,248 404 3.1
ヨーロッパ 2,834 4,222 1,388 － 2,044 7,894 9,938 6.8
フランス 709 （D） （D） － 563 1,002 1,565 （D）
ドイツ 1,125 1,247 122 － 60 1,834 1,894 2.1
オランダ 489 493 4 936 2,247 1,311 0.2
イギリス － 199 376 575 － 430 1,495 1,925 10.6
EU15 カ国 2,234 3,366 1,132 － 1,622 7,490 9,112 6.4
LA・西半球 284 308 24 （D） 559 （D） 2.3
アフリカ （※） （※） 0 3 5 2 0
中東 0 0 0 （D） 4 （D） 0
アジア・太平洋 4,352 4,556 205 － 3,613 902 4,516 6.0
日本 4,134 4,319 185 － 2,922 783 3,704 5.9
アメリカ － 6 1 7 16 21 5 1.0
合　　計 7,640 9,313 1,673 － 4,748 10,634 15,381 6.1
（注） （D）…開示不可。（※）…50 万ドル未満。産業ならびに国は主なもの。アメリカからみているので
支払い超過はマイナス、受取り超過はプラスとなる。




最後に在米外国子会社の資本と収益の全体的な構図を示すものを第 10 表ならびに第 11 表で
表示してみよう。これは前節でのアメリカ多国籍企業の分析の際には表示できなかったもので
ある。これを見ると、FDIを資本面から見る際の三つのの構成部分である、①株式（equity, E）、
②収益再投資分（reinvested earnings, RE）、③企業内融資（intercompany debt, ICD,ただし







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































出されている。他方、国別に見ると（第 11 表）、R＆ Fの支払超過は日本（39 億ドル）と
EU15 カ国（22 億ドル）によってほとんどが作られている。これに対して、その他の民間サー


















（2011 年 8 月 4 日脱稿）
（注）
１）関下稔「R＆ D投資の国際化と多国籍企業の海外子会社－グローバル時代の技術の「秘匿」と「伝播」
の二面戦略の新展開－」関東学院大学経済学会研究論集『経済系』第 246 集、2011 年 1 月。
２）関下稔「21 世紀アメリカの競争力強化思想の旋回－「イノベートアメリカ」の深層に迫る－」『立命
館国際研究』23 巻 1 号、2010 年 6 月、同「21 世紀アメリ先端産業の焦燥と希望と苦悩－「アメリカ





国際地域研究』第 34 号、2011 年 10 月、同「21 世紀の多国籍企業の企業内貿易とその含意－







７）U.S. Direct Investment Abroad: 2004 Final Benchmark Data, U.S. Department of Commerce, 2008, 
M-25.
８）最近のものでは関下稔「知識資本の時代」前掲、参照。
９）U.S.Direct Investment Abroad: 2004 Final Benchmark Data,op.cit., p.204.
10）U.S. Direct Investment Abroad: 2004 Final Benchmark Data, U.S. Department of Commerce 2008, 
op.cit., M-26.
11）詳しくは関下稔「21 世紀の多国籍企業の企業内貿易とその含意」前掲、参照。
（本稿は 2011 年度国際地域研究所重点プロジェクト「日米中トライアングルの国際政治経済構造―膨張す
る中国と日本―」の研究成果の一部である。）
